
 

地域活性化総合特別区域計画 

 

作成主体の名称：下川町 

 
１ 地域活性化総合特別区域の名称 

森林総合産業特区 

 

２ 地域活性化総合特別区域計画の実施が地域活性化総合特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

① 総合特区の目指す目標 

地域活性化のために、半世紀にわたり築いてきた森林資源のさらなる活用と基幹産業である林業・

林産業の振興を図ることで、地域の持続的発展と地域内循環システムの構築をめざす。 

林業では、循環型森林経営を推進し、高性能林業機械の導入、高密度路網整備、伐採・造林一貫シ

ステムの導入、共同施業団地の推進等により素材生産量の増大を図るとともに、作業員能力の向上を

総合的に改革することで、森林施業の高効率化とコスト削減をめざす。 

林産業では、地域内で産出された木材を効率的に加工・流通させるために、加工流通システムを高

度化し、価格及び品質管理において競争力のある産業化をめざす。また、公共建築物等の建設に地域

材を活用し、さらなる木材の需要拡大を図るとともに、広葉樹材等の新たな加工や需要の創出を図り、

付加価値を高めた木材利用を推進する。 

さらに、林業・林産業から発生する林地残材や端材などの未利用森林資源を最大限活用したエネル

ギー利用を推進することによる資金の好循環を図り、林業・林産業の活性化と雇用の創出、災害にも

適応可能なエネルギー供給の実現による町民の安全・安心、快適な生活を確保することを目的に、市

街地における森林バイオマス熱電併給システムの導入をめざす。 

こうした取り組みを総合的に展開し、林業・林産業に加え森林バイオマスの活用なども含めた森林

総合産業（森林版６次産業化）を構築することで、林業・林産業の経済的自立を促し、持続可能な地

域社会を実現するとともに、我が国の木材自給率の向上と持続的な森林管理モデルの普及に大きく寄

与するものである。 

また、アジア諸地域等に対して技術交流が可能な体制づくりを構築し、アジアの中の日本として国 

益の増進に寄与できる地域をめざす。 

 

② 評価指標及び数値目標 

評価指標(1)：素材供給量 

数値目標(1)：町内 22,535 ㎥（平成 26年）→40,000㎥（平成 32 年） 

評価指標(2)：林業・林産業生産額 

数値目標(2)：276,679 万円（平成 26年）→330,000万円（平成 32 年） 

評価指標(3)：林業・林産業従事者数 

数値目標(3)：289人（平成 26年）→350 人（平成 32年） 

 



評価指標(4)：林道路網密度 

数値目標(4)：45.5ｍ/ha（平成 26年）→49ｍ/ha（平成 32年） 

評価指標(5)：熱エネルギー自給率 

数値目標(5)：39％（平成 26年）→43％（平成 32年） 

評価指標(6)：電力エネルギー自給率 

数値目標(6)：0％（平成 26年）→45％（平成 32 年） 

 

３ 特定地域活性化事業の名称 

  地域の持続的発展のためには、地域資源の有効活用と地域内循環システムの構築を図り、地域の優

位性を活かした取組みを進め、適正な森林管理を通して素材生産量の増大を図り、雇用機会の創出、

施業の集約化・木材流通の一体化を加速させる必要がある。 

このことから、森林施業の集約に応じた、低コストな自立型林業の実現と地域産木材の加工流通シ

ステムの高度化を包括的に推進することで、林業・林産業が一体となった「森林総合産業」を構築す

るために、規制の特例措置や財政、金融上の支援措置等を活用しながら、官民一体となり英知を結集

して、林業・林産業におけるあらゆるコスト要因において、高効率化と大規模集約化を図るとともに、

森林資源管理、施業、流通システムなどを総合化することで、森林整備への再投資が可能な「森林総

合産業」の構築に係る取組みを行う。 

 
①木質バイオマスの生産（地域活性化総合特区支援利子補給金、別紙２－４） 

 

４ その他地域活性化総合特区における地域の活性化のために必要な事項 

ⅰ）一般地域活性化事業について 

   総合特区の目指す目標を達成するため、特定地域活性化総合特区事業とも連携しながら、以下の

取組みを行っていく。 
 

ⅱ）その他必要な事項 

ア）地域において講ずる措置（別紙２－８） 

 

イ）国との協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかとなった措置 

     欧州普及型高性能林業機械の国内改良導入にともなう規制の緩和 

以下の①から③の特例措置等を活用し、森林施業における効率化と低コスト化に繋げる。 

 

① 林業機械の搬送時における高さ制限 

道路法第４７条の２第１項及び道路交通法第５７条第３項により現行法令で実施 

林業機械の搬送時における高さ制限 

車両に積載する貨物（林業機械）が特殊（分割不可能）であるためやむを得ないとき、当該

車両が物理的に通行可能である場合、道路法第４７条の２第１項及び道路交通法第５７条第

３項により現行法令で実施 

＞今後、導入予定の無登録の欧州普及型林業機械を森林内に搬送する際に活用予定 



 

② 無登録の林業機械の公道走行 

林業機械の前後に誘導員を配置することにより、「一般の交通の用に供さない状態」を措置

し、道路運送車両法第２条第６項に基づき、現行法令で実施。 

＞無登録の林業機械（カタピラを有する）の公道走行に活用予定 

道路運送車両法３５条第１項における臨時運行許可により、現行法令で実施 

＞今後、導入予定の無登録の欧州普及型林業機械（タイヤ式）の公道走行に活用予定 

 

③ カタピラを有する林業機械の舗装道走行 

舗装道を走行する予定のカタピラ構造を有する林業機械は、舗装道を走行した場合でも、路

面への影響が生じるようなものではなく、跡が残る程度で路面を損傷するおそれのないもの

であることから、車両制限令第８条は適用されないものとして実施。 

＞無登録の林業機械（カタピラを有する）の舗装道走行に活用予定 

 



別紙２－４ ＜地域活性化総合特区支援利子補給金＞【１／１】 

 

１ 特定地域活性化事業の名称 

木質バイオマスの生産（地域活性化総合特区支援利子補給金） 
 

２ 当該特別の措置を受けようとする者 

北星信用金庫 

 

３ 特定地域活性化事業の内容及び特別の措置の内容 

ａ） 特定地域活性化事業（地域活性化総合特区支援貸付事業）の内容 

指定金融機関が総合特区内において「木質バイオマスの生産」を実施する取組に必要な資金を貸し

付ける事業を行う。「木質バイオマスの生産」を実施する取組みについては、林業・林産業から発生す

る林地残材、端材などの未利用資源を木質バイオマス原料として活用してきているが、施業面積の拡

大によるスケールメリットや森林施業の効率化により、林地残材などの収集コストの低減と木質バイ

オマス原料の増加が図られ、林業・林産業の追加的収益が得られるとともに、エネルギー自給が高ま

る。   

また、林業・林産業事業者が体質強化やバイオマスエネルギー利用を図るために行う施設、機械、

設備を整備することで、高効率化、低コスト化及び高付加価値化を進めることにより、収益性の確保

が図れる。 

以上については、当該総合特区の政策課題である「林業・林産業経営におけるコスト削減と木材加

工の高付加価値化による収益性の確保が大きな課題となっており、地域の基幹産業である森林・林業

の経済的自立のためには、新たな林業・林産業システムの構築と最適化が必要である」及びその解決

策である「林産システムの革新」とも整合している。 

 
ｂ） 施行規則第6条に規定する該当事業種別（総合特区支援利子補給金交付要綱別表第２に掲げる対

象事業項目） 

第１号 農林漁業及び関連する産業の体質の強化又は再生を図る事業 

第３号 地域における循環型社会の形成に資するエネルギーの利用、リサイクルの推進その他の地

域に存在する資源の有効活用を図る事業 
 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙２－８ ＜地域において講ずる措置＞ 

 

１．地域独自の税制・財政・金融上の支援措置 

 (1)私有林整備支援補助事業（平成 28 年度事業費：9.9 百万円） 

  →森林所有者が行う植林、除間伐、枝打ち、作業路整備等への支援 

(2)ＦＳＣ（森林認証）管理事業（平成 28年度事業費：0.5 百万円） 

 →森林認証を取得した森林の管理 

(3)町有林管理事業（平成 28年度事業費：14.7 百万円） 

  →町有林の適正管理と森林施業の推進 

(4)町有林整備事業（平成 28年度事業費：148.5 百万円） 

  →町有林を整備するための各種施策（主伐、造林、下刈、除間伐、作業路開設など）の実施 

 (5)森林資源量解析事業（平成 28年度事業費：0.5百万円） 

  →森林資源解析システムの管理・運用 

 (6)特定母樹園整備事業（平成 28年度事業費：0.3百万円） 

  →クリーンラーチの資源確保に繋げるための公営採取園の整備 

(7)林道網整備事業（平成 28年度事業費：87.4 百万円） 

  →町有林内の林道網整備・管理等 

(8)林業・林産業振興事業補助金（平成 28年度事業費：65.0 百万円） 

  →経営安定・強化を図るために行う施設、機械、設備整備事業への支援 

(9)林業・林産業担い手育成事業補助金（平成 28年度事業費：0.1 百万円） 

  →事業者の従事者が行う研修への支援 

 (10)林業・林産業人材確保支援事業（平成 28年度事業費：0.6 百万円） 

  →北海道内農業高校森林科学コースの学生等の実習やインターンシップ受入れの実施 

(11)森林作業員就業条件整備事業補助金（平成 28 年度事業費：0.5 百万円） 

  →就労日数に応じて作業員への奨励金支給 

(12)林業労務改善協議会運営助成金（平成 28 年度事業費：0.3百万円） 

  →林業関係者の労務改善と福利厚生事業を行う協議会への支援 

(13)地域材振興資金利子補給事業（平成 28年度事業費：0.9百万円） 

  →地域材加工流通施設の経営安定、流通合理化のため借入れた資金への利子補給 

(14)製材業事業資金利子補給金（平成 28年度事業費：1.5 百万円） 

  →製材業等営む者の協同組合に、事業の協働化、工場の集団化、企業構造の高度化、その他林産事業

に必要な資金を貸し付けた場合の損失補償及び利子補給 

(15)林産協同組合事業補助金（平成 28 年度事業費：1.4 百万円） 

  →地域製材の販路拡大に係る経費への支援 

(16)快適住まいづくり促進事業（平成 28年度事業費：22.6 百万円） 

  →地域材を活用した住宅建築、改修等に対する支援 



 

 (17)民間賃貸住宅建設促進事業（平成 28年度事業費：20.0百万円） 

  →地域材を活用した民間賃貸住宅建設に対する支援 

 (18)新木材加工可能性調査事業（平成 28年度事業費：1.6百万円） 

  →誘致企業と連携したトドマツ無垢材の低温乾燥技術実証調査の実施 

(19)木質原料製造施設運営事業（平成 28年度事業費：2.7 百万円） 

  →林地残材などの未利用資源を収集し木質燃料の製造と安定供給の実施 

 (20)森林バイオマス資源供給事業（平成 28 年度事業費：2.8百万円） 

  →林地残材収集事業の実施 

 (21)新エネルギー作物栽培研究事業（平成 28年度事業費：0.4 百万円） 

  →バイオマス資源確保及び遊休地利用のためのエネルギー資源作物「ヤナギ」の栽培研究の実施 

 (22)森林バイオマス熱電併給事業化等推進事業（平成 28年度事業費：6.8百万円） 

  →森林バイオマス熱電併給事業の推進 

 (23)森林総合産業特区推進事業（平成 28年度事業費：3.5百万円） 

  →森林総合産業特区の実現に向けた各種事業の推進 

 (24)森林とのふれあい事業（平成 28 年度事業費：0.6 百万円） 

  →植樹祭や林業体験バスツアーの開催 

 (25)チェンソーアート普及事業（平成 28年度事業費：1.1百万円） 

  →森林文化の創造のためのチェンソーアート大会開催への支援 

 (26)森林文化創造事業（平成 28年度事業費：1.2百万円） 

  →地域材を活用した新木製品開発や森林文化普及啓発活動に対する支援 

 

２．地方公共団体の権限の範囲内での規制緩和や地域の独自ルールの設定 

 ・林業技術者に関する地域独自の資格制度の創設 

 ・森林バイオマス熱電併給事業における木質バイオマス原料の買取単価基準の設定 

 

３．地方公共団体等における体制の強化 

環境未来都市の選定、総合特区の指定を受け、この具現化に向けてスピード感を持ちパワフルに推進を

していくための体制整備を平成２４年２月１日付けで行った。 

行政組織では、「環境未来都市推進本部」を新設し、指揮監督権を有するプロジェクトマネージャーを設

置するとともに、本部内に、林業・林産業・森林バイオマス活用などを所掌する「森林総合産業推進課」

と「環境未来都市推進課」を新設し推進体制を強化した。 

 同時に、多様な主体が関与し連携して環境未来都市構想と総合特区の具現化を推進していくために、地

域経済団体、町外の有識者、町等からなる「しもかわ推進会議」と外部評価機関である「しもかわ評議委

員会」を新設しＰＤＣＡサイクルによる適正かつ効果的な推進体制を整えた。 

 平成２３年３月には、町政全体における環境未来都市・地域活性化総合特区の位置付けを明確化、政策

体系化した下川町総合計画基本構想見直し案を下川町議会へ提案し議決された。 



 

平成２５年４月には、森林総合産業推進課内に「バイオマス産業戦略室」、平成２８年４月には、環境未

来都市推進課に「地方創生推進室」を新設し、森林総合産業特区の実現に向けた推進体制を強化した。 

また、平成２７年１０月には、地域資源を活用した持続可能な産業基盤（農業・林業）の構築やエネル

ギー産業などの富が地域内で循環し還元される新たな産業の創造等を掲げた「下川町まち・ひと・しごと

創生総合戦略」を策定し、政策として「森林総合産業の構築」（林業＋林産業＋森林バイオマス産業＝森林

版６次産業化）を位置付けた。 

 

【解説】 

 本町の「環境未来都市構想」は「森林総合産業の構築」・「エネルギーの完全自給」・「超高齢化社会に対

応する安全安心で誰もが活躍することのできる社会」から成る。 

 このうち「森林総合産業の構築」は、地域の基幹産業である林業・林産業と森林バイオマス産業の振興

を総合的かつ強力に進めていくために、「森林総合産業特区」として地域活性化総合特区制度に申請をして

指定を受けた。 

 「エネルギーの完全自給」は、森林バイオマスの活用を中心としており、エネルギー原料の供給は林業・

林産業が担い、燃料の製造と供給は森林バイオマス産業が担う構想である。 

 また、地域材の活用促進や森林文化を創造していくために、木質什器や家具の開発、製造を豊富な知識、

技術を有する高齢者にその一翼を担って貰うことを想定している。 

このことから「環境未来都市構想」と「森林総合産業特区」を一体的に展開していく組織体制を整備し

た。また、町が行う行財政運営は下川町自治基本条例の規定により、下川町総合計画に基づき行うとされ

ていることから、総合計画の見直しを行った。 

 

４．その他の地域の責任ある関与として講ずる措置 

 総合特区を確実に実施するため、町の最上位計画である下川町総合計画に、総合特区関連事業を位置付

けている。 



別添６ 地域協議会の協議の概要 

地域協議会の名称 下川町総合特区推進協議会 

地域協議会の設置日 平成２３年９月２６日 

地域協議会の構成員 下川町 

下川町森林組合 

北はるか農協下川支所 

下川町商工会 

下川林産協同組合 

北星信用金庫下川支店 

 

協議を行った日 （第１回） 

平成２３年９月２６日 協議会を開催 

（第２回） 

平成２４年２月１４日 協議会を開催 

（第３回） 

平成２４年６月１５日 書面協議 

（第４回） 

平成２８年４月２６日 協議会を開催 

 

協議会の意見の概要 （第１回） 

別紙のとおり 

 
（第２回） 

別紙のとおり 

 

（第３回） 

特になし 

 
（第４回） 

別紙のとおり 

 

意見に対する対応 別紙のとおり 

 

 



 

〔第１回協議会〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協議会の意見の概要 １．欧州型林業機械の導入については、既に導入事例がある。 

２．下川の産業が循環するしくみが重要。提案の内容に先駆性を加え、下川

の産業をクラスター式にうまく結び付けていく形が良いのではないか。 

３．以前、研究していた、フォレストセンター構想を実現するに良い機会で

はないか。 

４．総合特区制度の活用を大いに進め、最大限努力して貰いたい。取り組み 

に対して支持をする。 

 

 

意見に対する対応 １．欧州の林業機械をベースに、日本の企業の技術を入れて、地域に適合し

た機械を開発していく。 

２．産業循環については、林業、林産業から発生する林地残材や端材などを

自給エネルギー資源として地域内で循環させることで、追加的収益が見

込まれる。 

３．フォレスターセンターは、「人材育成システムの構築」の中心的機関と

する。 

４．下川町の２０年後を視野に、経済的自立をめざして取り組んでいく。 

 

 



〔第２回協議会〕 

協議会の意見の概要 １．エネルギー資源作物のヤナギをバイオマスエネルギーやバイオエタノー 

ルとして実用していくため、例えば農地での栽培など利用規制の緩和を 

総合特区で出来ないか。 

２．ＦＳＣ認証に限らずＳＧＥＣ森林認証も視野に入れてはどうか。 

需要は森林認証材でありＦＳＣとＳＧＥＣの区別がある訳ではない。 

３．ＦＳＣ認証材の流通状況の動きを正確に把握する必要がある。ユーザー 

がどんなものを求めているのかしっかりと押える必要がある。 

４．国有林との共同施業団地の拡大見通しと林業機械導入に対して製材工場 

は対応していけるのか。 

５．高性能林業機械は直ぐには使えない、改良が必要である。 

６．担い手の育成と事業を起こしていかなくてはならない。 

  造林が、町有林の循環型森林経営、私有林、共同施業団地で毎年１００ 

haが見込まれるが、夏場の作業員が不足している状況で植付け期の人材 

確保が必要となっている。現在、コンテナ苗が始まっており、地域内で 

育苗をして植栽するしくみがあれば、年８０００万円の程度の事業が生 

まれ、通年雇用が可能となる。林業・建設業連携で行う方法もありお互 

いに通年雇用ができる。新たな事業を起こせば産業化につながる。総合

特区の中で実施できないか。 

７．人材育成のフォレストセンターは必ず進めて欲しい。現状として林産業 

が一番弱く、強くするしくみを作って貰いたい。 

８．エネルギー自給は何処まで考えているのか。 

 

意見に対する対応 １．今後、場合によっては求めていくことも考えられる。 

２．ＳＧＥＣも視野に進めていきたい。 

３．販売先を求めていく必要がある。いかに販路を拡大していくか。 

４．Ｈ２４年度、Ｈ２５年度拡大に向けて協議を進めている。木材について

は町内で消費が可能と考えている。高性能林業機械についてはどこが管

理、運営しているかは今後詰めていく。共同施業団地拡大と高性能林業

機械導入は一体的な取り組みである。 

５．改良まで想定している。 

６．コンテナ苗については実施してみたいと考えている。取り組んでいきた

い。 

７．進めていく。 

８．熱、電気全てを考えている。余剰分は地域外に移出も想定している。 

  



 

〔第３回協議会〕 

 

 

 
〔第４回協議会〕 

 

 

 

協議会の意見の概要 特になし 

意見に対する対応 特になし 

協議会の意見の概要 １．建設業、農業、林業とも冬期間の仕事が少ない。国有林との共同施業団 

地で除間伐等地元事業体が担うことができれば、仕事量が増え、雇用増 

につながり、木質原料の確保も可能となるのではないか。 

２．国補助枠の減少による間伐事業量の減少となっているが、補助金に頼ら 

  ずに事業の推進ができないか。 

３．下川林産協同組合では、今年度林業・林産業のパンフレットを作成し、 

  小学校等に配布予定。広くＰＲしていきたい。 

 

意見に対する対応 １．町有林に隣接している国有林を団地化（18,551ha）。これまでの取組み 

  は林道網の接続とシステム販売に応募している。今後、共同施業団地を

フィールドに高校生の人材育成事業を実施する予定。また、システム販

売の拡大等についても引き続き関係者と連携し要請を行っていく。 

２．まずは林業の作業効率向上による低コスト化を図ることが重要であり、 

  それでも不足する場合は、森林づくり寄付金（ふるさと納税）の活用や 

平成 28 年度から始まる企業版ふるさと納税寄付等の財源確保が必要で 

ある。 
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森林総合産業特区地域活性化方針 

 

平 成 2 3 年 1 2 月 2 2 日  

内 閣 総 理 大 臣 決 定  

 

１． 地域の活性化に関する目標及びその達成のために取り組むべき政策課題 

（１）総合特区により実現を図る目標 

地域の持続的発展のためには、地域資源の有効活用と地域内循環システムの構築を図

り、地域の優位性を活かした取組を進め、適正な森林管理を通して素材生産量の増大を

図り、雇用機会の創出、施業の集約化・木材流通の一体化を加速させる必要がある。 

このことから、森林施業の集約に応じた、低コストな自立型林業の実現と地域産木材

の加工流通システムの高度化を包括的に推進することで、林業・林産業が一体となった

「森林総合産業」の構築を目指す。 

これにより地域の経済的自立を促し、持続可能な地域社会を実現するとともに、持続

的な森林管理モデルの普及に寄与する。 

（２）国と地方で共有する包括的・戦略的な政策課題 

   林業・林産業経営におけるコスト削減と木材加工の高付加価値化による収益性の確保

が大きな課題となっており、地域の基幹産業である森林・林業の経済的自立のためには、

新たな林業・林産業システムの構築と最適化が必要である。 

 

２． 目標を達成するために指定地方公共団体が実施し又はその実施を促進しようとする 

事業に関する基本的事項 

（１）解決策 

 官民一体となり英知を結集して、林業・林産業におけるあらゆるコスト要因において、 

高効率化と大規模集約化を図るとともに、森林資源管理、施業、流通システムなどを総

合化することで、森林整備への再投資が可能な「森林総合産業」を構築する。 

① 林業システムの革新 

林業システムにおけるコスト要因は、非効率な森林施業体制にあるため、森林資源

量や伐採区域の把握方法、路網密度、機械性能、作業員の能力まで総合的に改善を図



2 
 

る。また、施業面積の大規模化によるスケールメリットにより一層のコスト削減を図

る。 

② 林産システムの革新 

林産システムにおけるコスト削減のために、面的・量的に拡大される森林資源を背

景に、資源運搬に係る流通コストの削減に加え、ICT 活用による一連の原材料製品サ

プライチェーン管理システムを確立する。 

また、FSC 森林認証材など国際的な認証を取得した木材を、スケールメリットの拡

大に合わせて安定的かつ大量に供給する体制を整えることで、他地域商品との差別化

と高付加価値化につなげるとともに、林地残材等の木質バイオマス原料の増加等を図

り、林産システムの収益増進を図る。 

（２）その他 

上記に係る事業のうち、新たな規制の特例措置等に係るものについては、申請者から

の提案をもとに国と地方の協議の場における協議の議題とし、関係府省は、その協議の

結果を踏まえ、関係機関と調整を図りながら、必要な措置を講ずるものとする。 

 

３． その他必要な事項 

   特になし。 
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